
平成18年10月期　個別財務諸表の概要 　 　

平成18年12月22日

上場会社名 小林産業株式会社 上場取引所 大証第一部

コード番号 8077 本社所在都道府県 大阪府

(URL　http://www.kobayashi-metals.co.jp)
　
代　　表　　者 役職名　取締役社長 氏名　水垣　浩

問合せ先責任者 役職名　常務取締役 氏名　川原俊明

　 　 TEL　(06)6535－3690　　

決算取締役会開催日 平成18年12月22日 配当支払開始予定日 平成19年１月31日

定時株主総会開催日 平成19年１月30日 単元株制度採用の有無 有(１単元1000株)

　

1.　　18年10月期の業績（平成17年11月1日～平成18年10月31日）

(1) 経営成績 　

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　18年10月期 23,500 3.8 759 7.8 1,107 17.8

　17年10月期 22,643 △4.6 705 26.6 940 124.0

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　18年10月期 541 16.3 20 58 20 51 7.6 5.5 4.7

　17年10月期 465 157.7 18 45 18 36 8.6 5.3 4.2

(注) ① 期中平均株式数 18年10月期 26,311,790株 17年10月期 23,718,562株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年10月期 21,226 7,993 37.7 286 87

17年10月期 18,732 6,176 33.0 259 17

(注) ① 期末発行済株式数 18年10月期 27,865,394株 17年10月期 23,833,810株

　 ② 期末自己株式数 18年10月期 142,054株 17年10月期 173,638株

　

2.　19年10月期の業績予想（平成18年11月1日～平成19年10月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

中間期 11,600 500 260

通期 23,600 1,000 560

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）20円10銭
　※　上記の予想は現時点での入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後の様々な要因
によって異なる結果となる可能性があります。

　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)
配当金総額
(百万円)

配当性向
(％)

純資産
配当率(％)　

第１
四半期末

中間期末
第３

四半期末
期末 その他 年間

18年10月期 ― 3.00 ― 4.00 無 7.00 195 34.0 2.4

17年10月期 ― 3.00 ― 3.00 無 6.00 142 32.5 2.3

19年10月期(予想) ― 3.50 ― 3.50 無 7.00 　 　 　

(注) 18年10月期期末配当金の内訳 普通配当 3円00銭 記念配当 1円00銭
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1. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　
第65期

(平成17年10月31日)
第66期

(平成18年10月31日)
比較増減

区分 金額(千円) 構成比
(％)

金額(千円) 構成比
(％)

金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 1,496,150 　 3,221,305 　 1,725,155

　２　受取手形 3,660,825 　 4,104,925 　 444,099

　３　売掛金 3,299,095 　 3,516,844 　 217,748

　４　商品 1,399,619 　 1,528,290 　 128,671

　５　前払費用 38,051 　 30,460 　 △7,590

　６　繰延税金資産 82,926 　 114,949 　 32,022

　７　通貨スワップ等 97,758 　 116,856 　 19,098

　８　その他 175,371 　 154,756 　 △20,614

　　　貸倒引当金 △32,021 　 △31,928 　 92

　　　流動資産合計 10,217,777 54.5 12,756,460 60.1 2,538,682

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 859,148 　 812,998 　 △46,149

　　(2) 構築物 38,743 　 34,887 　 △3,855

　　(3) 機械及び装置 11,399 　 9,696 　 △1,703

　　(4) 車両運搬具 1,594 　 2,850 　 1,255

　　(5) 工具器具及び備品 22,525 　 22,895 　 370

　　(6) 土地 3,311,731 　 3,306,284 　 △5,447

　　　有形固定資産合計 4,245,142 22.7 4,189,612 19.7 △55,529

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 981 　 11,097 　 10,115

　　(2) 電話加入権 13,355 　 13,355 　 ―

　　　無形固定資産合計 14,336 0.1 24,452 0.1 10,115

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 1,165,996 　 4,088,195 　 2,922,199

　　(2) 関係会社株式 2,914,867 　 48,355 　 △2,866,512

　　(3) 破産・更生等債権 156,998 　 128,266 　 △28,732

　　(4) 会員権 165,569 　 128,394 　 △37,175

　　(5) その他 91,723 　 86,202 　 △5,521

　　　　貸倒引当金 △239,713 　 △223,219 　 16,494

　　　投資その他の資産合計 4,255,441 22.7 4,256,195 20.1 753

　　　固定資産合計 8,514,921 45.5 8,470,260 39.9 △44,661

　　　資産合計 18,732,698 100.0 21,226,720 100.0 2,494,021
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第65期

(平成17年10月31日)
第66期

(平成18年10月31日)
比較増減

区分 金額(千円) 構成比
(％)

金額(千円) 構成比
(％)

金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　

　１　支払手形 3,963,687 　 4,601,179 　 637,492

　２　買掛金 1,384,683 　 1,679,082 　 294,399

　３　短期借入金 2,900,000 　 2,700,000 　 △200,000

　４　一年以内返済予定の

　　　長期借入金
200,000 　 1,700,000 　 1,500,000

　５　未払法人税等 118,971 　 353,687 　 234,715

　６　未払消費税等 27,156 　 25,050 　 △2,105

　７　未払費用 159,924 　 194,062 　 34,138

　８　賞与引当金 149,407 　 180,557 　 31,150

　９　役員賞与引当金 ― 　 31,000 　 31,000

　１０通貨スワップ等 207,635 　 ― 　 △207,635

　１１その他 20,122 　 23,474 　 3,350

　　　流動負債合計 9,131,588 48.7 11,488,094 54.1 2,356,505

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 1,900,000 　 200,000 　 △1,700,000

　２　繰延税金負債 1,177,344 　 1,209,511 　 32,166

　３　退職給付引当金 346,369 　 334,750 　 △11,619

　４　預り保証金 500 　 500 　 ―

　　　固定負債合計 3,424,213 18.3 1,744,761 8.2 △1,679,452

　　　負債合計 12,555,802 67.0 13,232,855 62.3 677,053

(資本の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 2,008,335 10.7 ― ― ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 510,000 　 ― 　 ―

　２　その他資本剰余金 　 　 　 　 　

　　　　資本準備金減少差益 511,895 　 ― 　 ―

　　　　自己株式処分差益 6,071 　 ― 　 ―

　　　資本剰余金合計 1,027,966 5.5 ― ― ―

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　

　１　任意積立金 　 　 　 　 　

　　　　圧縮記帳積立金 474,483 　 ― 　 ―

　　　　別途積立金 600,000 　 ― 　 ―

　２　当期未処分利益 542,881 　 ― 　 ―

　　　利益剰余金合計 1,617,364 8.6 ― ― ―

Ⅳ　その他有価証券

　　評価差額金
1,554,552 8.3 ― ― ―

Ⅴ　自己株式 △31,323 △0.1 ― ― ―

　　　資本合計 6,176,896 33.0 ― ― ―

　　　負債・資本合計 18,732,698 100.0 ― ― ―
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第65期

(平成17年10月31日)
第66期

(平成18年10月31日)
比較増減

区分 金額(千円) 構成比
(％)

金額(千円) 構成比
(％)

金額(千円)

(純資産の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　

　１　資本金 ― 　 2,712,335 　 ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 ― 　 1,209,520 　 ―

　　(2) その他資本剰余金 ― 　 518,397 　 ―

　　　資本剰余金合計 ― 　 1,727,917 　 ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　

　　(1) その他利益剰余金 　 　 　 　 　

　　　　　圧縮記帳積立金 ― 　 461,968 　 ―

　　　　　別途積立金 　 　 900,000 　 　

　　　　　繰越利益剰余金 ― 　 613,852 　 ―

　　　利益剰余金合計 ― 　 1,975,820 　 ―

　４　自己株式 ― 　 △25,825 　 ―

　　　株主資本合計 ― ― 6,390,248 30.1 ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券評価

　　　差額金
― 　 1,598,595 　 ―

　２　繰延ヘッジ損益 ― 　 5,020 　 ―

　　　評価・換算差額等合計 ― ― 1,603,616 7.6 ―

　　　純資産合計 ― ― 7,993,864 37.7 ―

　　　負債・純資産合計 ― ― 21,226,720 100.0 ―
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② 損益計算書

　

　

第65期
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第66期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

比較増減

区分 金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)

Ⅰ　売上高 22,643,562 100.0 23,500,345 100.0 856,782

Ⅱ　売上原価 18,395,421 81.2 18,996,025 80.9 600,604

　１　商品期首たな卸高 1,234,589 　 1,399,619 　 165,030

　２　当期商品仕入高 18,560,451 　 19,124,696 　 564,245

　　　　合計 19,795,041 　 20,524,316 　 729,275

　３　商品期末たな卸高 1,399,619 　 1,528,290 　 128,671

　　　売上総利益 4,248,141 18.8 4,504,319 19.1 256,178

Ⅲ　販売費及び一般管理費 3,543,110 15.6 3,744,451 15.9 201,341

　　　営業利益 705,030 3.2 759,868 3.2 54,837

Ⅳ　営業外収益 304,264 1.3 439,843 1.9 135,579

　１　受取利息 134 　 141 　 6

　２　受取配当金 52,554 　 88,177 　 35,622

　３　賃貸料収入 71,365 　 71,865 　 500

　４　通貨スワップ等評価益 128,588 　 217,451 　 88,862

　５　その他 51,620 　 62,207 　 10,587

Ⅴ　営業外費用 68,813 0.3 92,012 0.4 23,199

　１　支払利息 53,897 　 56,254 　 2,356

　２　売上割引 2,790 　 2,619 　 △171

　３　手形売却損 11,762 　 11,045 　 △716

　４　株式交付費 ― 　 14,519 　 14,519

　５　その他 362 　 7,573 　 7,210

　　　経常利益 940,481 4.2 1,107,699 4.7 167,217

Ⅵ　特別利益 8,857 0.0 5,921 0.0 △2,935

　１　投資有価証券売却益 8,857 　 5,921 　 △2,935

Ⅶ　特別損失 5,730 0.0 49,659 0.2 43,929

　１　投資有価証券評価損 ― 　 3,149 　 3,149

　２　ゴルフ会員権評価損 4,878 　 37,175 　 32,296

　３　会員権処分損 ― 　 3,616 　 3,616

　４　固定資産除却損 851 　 271 　 -580

　５　減損損失 ― 　 5,447 　 5,447

　　　税引前当期純利益 943,608 4.2 1,063,961 4.5 120,352

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

304,780 1.3 494,861 2.1 190,081

　　　過年度法人税等 ― ― 49,257 0.2 49,257

　　　法人税等調整額 173,319 0.8 △21,666 △ 0.1 △194,986

　　　当期純利益 465,509 2.1 541,509 2.3 76,000

　　　前期繰越利益 148,457 　 ― 　 ―

　　　中間配当額 71,084 　 ― 　 ―

　　　当期未処分利益 542,881 　 ― 　 ―
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③ 利益処分計算書

　

　
第65期

(平成18年１月30日)

区分 金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 542,881

Ⅱ　任意積立金取崩高 　 　

　１　圧縮記帳積立金取崩高 6,539 6,539

合計 　 549,421

Ⅲ　利益処分額 　 　

　１　配当金 71,501 　

　２　役員賞与金 28,000 　

　　　(うち監査役賞与金) (1,750) 　

　３　任意積立金 　 　

　　　　別途積立金 300,000 399,501

Ⅳ　次期繰越利益 　 149,919

　 　 　

(注)　日付は株主総会承認年月日であります。
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④ 株主資本等変動計算書

第66期事業年度(自　平成17年11月１日　至　平成18年10月31日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本剰余金

資本剰余金合計
資本準備金減少差益 自己株式処分差益

平成17年10月31日残高(千円) 2,008,335 510,000 511,895 6,071 1,027,966

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 704,000 699,520 　 　 699,520

　剰余金の配当 　 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 　 　 　

　自己株式の処分 　 　 　 431 431

　別途積立金 　 　 　 　 　

　圧縮記帳積立金取崩 　 　 　 　 　

　役員賞与 　 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計(千円) 704,000 699,520 　 431 699,951

平成18年10月31日残高(千円) 2,712,335 1,209,520 511,895 6,502 1,727,917

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

圧縮記帳積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年10月31日残高(千円) 474,483 600,000 542,881 1,617,364 △31,323 4,622,344

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 　 　 1,403,520

　剰余金の配当 　 　 △155,053 △155,053 　 △155,053

　当期純利益 　 　 541,509 541,509 　 541,509

　自己株式の処分 　 　 　 　 5,497 5,928

　別途積立金 　 300,000 △300,000 　 　 　

　圧縮記帳積立金取崩 △12,515 　 12,515 　 　 　

　役員賞与 　 　 △28,000 △28,000 　 △28,000

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計(千円) △12,515 300,000 70,971 358,456 5,497 1,767,904

平成18年10月31日残高(千円) 461,968 900,000 613,852 1,975,820 △25,825 6,390,248

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成17年10月31日残高(千円) 1,554,552 ― 1,554,552 6,176,896

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 1,403,520

　剰余金の配当 　 　 　 △155,053

　当期純利益 　 　 　 541,509

　自己株式の処分 　 　 　 5,928

　別途積立金 　 　 　 　

　圧縮記帳積立金取崩 　 　 　 　

　役員賞与 　 　 　 △28,000

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

44,043 5,020 49,063 49,063

事業年度中の変動額合計(千円) 44,043 5,020 49,063 1,816,968

平成18年10月31日残高(千円) 1,598,595 5,020 1,603,616 7,993,864
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重要な会計方針

　

　
第65期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第66期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

①　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

　　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

①　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

　　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　 ②　子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

②　子会社株式及び関連会社株式

同左

　 　 　

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　

商品 評価基準 原価法

　 評価方法 移動平均法

　

同左

同左

　 　 　

３　デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び債

務)の評価基準及び評価方

法

時価法 同左

　 　 　

４　固定資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

　　定率法

　　ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法によっており

ます。

　　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 ８年～65年

構築物 ７年～50年

①　有形固定資産

　　定率法

　　ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法によっており

ます。

　　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 ８年～50年

構築物 ７年～50年

　 ②　無形固定資産

　　定額法

　　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

②　無形固定資産

同左

　 　 　

５　繰延資産の処理方法 ――――― 株式交付費

　　支払い時に、全額費用処理してお

ります。

　 　 　

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の年末賞与支払いのため、

賞与の支給見込額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

同左
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第65期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第66期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

　 (3) 役員賞与引当金

―――――

(4) 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当期
末において発生している額を計上
しております。

　　数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内
の年数(５年)による定額法により
翌期から費用処理することとして
おります。

(3) 役員賞与引当金
　　取締役および監査役に対する賞与

支払いのため、支払見込額に基づ
き計上しております。

(4) 退職給付引当金
同左

　 　 　

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

同左

　 　 　

８　ヘッジ会計 ①　ヘッジ会計の方法
　　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、為替予約等については
振当処理の要件を満たしている場
合は振当処理を、金利スワップに
ついては特例処理の要件を満たし
ている場合は特例処理を採用して
おります。

①　ヘッジ会計の方法
同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　外貨建債権債務および借入金支払

利息を対象に、為替予約取引およ
び金利スワップ取引等によりヘッ
ジを行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

　 ③　ヘッジ方針
　　将来の為替・金利変動リスク回避

のために行っております。

③　ヘッジ方針
同左

　 ④　ヘッジの有効性評価の方法
　　リスク管理方針に定められた許容

リスク量の範囲内にリスク調整手
段となるデリバティブのリスク量
が収まっており、ヘッジ対象とな
る為替リスク、金利リスクが減殺
されているかどうかを検証するこ
とにより、ヘッジの有効性を評価
しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法
同左

　 　 　

９　その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

消費税及び地方消費税の処理方法
税抜方式を採用しております。

　
―――――

消費税及び地方消費税の処理方法
同左

　
　　当事業年度より、会社計算規則

（平成１８年２月７日　法務省令
第１３号）に基づいて、計算書類
を作成しております。
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会計処理の変更

　

　
第65期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第66期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

固定資産の減損に係る会計基準 ―――――― 　当期から「 固定資産の減損に係る会計
基準 」（「 固定資産の減損に係る会計基
準の設定に関する意見書」（企業会計審議
会　平成14年８月９日））及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」（企業
会計基準委員会　平成15年10月31日　企業
会計基準適用指針第６号）を適用しており
ます。この結果、税引前当期純利益が5,447
千円減少しております。
　なお、減損損失累計額については、改正
後の財務諸表等規則に基づき当該資産の金
額から直接控除しております。

役員賞与に関する会計基準 ―――――― 　当期から「役員賞与に関する会計基準」
（企業会計基準第４号　平成17年11月29
日）を適用しております。これにより、販
売費及び一般管理費が31,000千円増加し、
営業利益、経常利益、税引前当期純利益が
それぞれ同額減少しております。

貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準

―――――― 　当期から「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」（企業会計基準委員
会　平成17年12月９日　企業会計基準第５
号）および「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」（企業
会計基準委員会　平成17年12月９日　企業
会計基準適用指針第８号）を適用しており
ます。
　従来の資本の部の合計に相当する金額
は、7,988,844千円であります。
　なお、当期における貸借対照表の純資産
の部については、財務諸表等規則の改正に
伴い、改正後の財務諸表等規則により、作
成しております。

　

表示方法の変更

　

第65期
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第66期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

　前期まで営業外費用「その他の営業外費用」に含めて表
示しておりました「手形売却損」については、当期におい
て営業外費用の10/100を超えることとなったため、当期よ
り区分掲記することといたしました。
　なお、前期の「手形売却損」は3,906千円であります。

――――――

―――――― 　「通貨スワップ等」（当期831千円）については、前期ま
で流動負債に区分掲記しておりましたが、重要性がなくな
ったため、当期より流動負債「その他」に含めて表示する
ことといたしました。
　

　



注記事項

(貸借対照表関係)

　

　
第65期

(平成17年10月31日)
第66期

(平成18年10月31日)

１　担保の状況
　

投資有価証券 77,120千円

建物 252,350千円

土地 268,493千円

関係会社株式 2,400,960千円

計 2,998,923千円

上記担保提供資産に対する債務

短期借入金 1,300,000千円

一年以内返済予定の
長期借入金

200,000千円

長期借入金 1,900,000千円

計 3,400,000千円

　

投資有価証券 2,409,720千円

建物 239,325千円

土地 268,493千円

関係会社株式 ―　千円

計 2,917,538千円

上記担保提供資産に対する債務

短期借入金 1,200,000千円

一年以内返済予定の
長期借入金

1,700,000千円

長期借入金 200,000千円

計 3,100,000千円

　 　 　

２　会社が発行する株式

　　　総数

　　　発行済株式総数

　

普通株式 45,000,000株

普通株式 24,007,448株

　

―――――

　

３　自己株式数
　

普通株式 173,638株 ―――――

　 　 　

４　関係会社に係るもの 区分掲記されたもの以外で各科目に含

まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。

受取手形 916,263千円

売掛金 316,436千円

区分掲記されたもの以外で各科目に含

まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。

受取手形 730,034千円

売掛金 271,249千円

　 　 　

５　手形債権流動化 手形債権の一部を譲渡し債権の流動化

を行なっております。

受取手形の流動化による債権譲渡高

1,456,319千円

なお、受取手形の流動化に伴い、信用

補完の目的により支払留保されている

346,079千円は、受取手形に含めて表示

しております。

手形債権の一部を譲渡し債権の流動化

を行なっております。

受取手形の流動化による債権譲渡高

1,400,537千円

なお、受取手形の流動化に伴い、信用

補完の目的により支払留保されている

350,134千円は、受取手形に含めて表示

しております。

　 　 　

６　配当制限 商法施行規則第124条第３号に規定する

純資産額

　 1,554,552千円

―――――

７　このほか

　　受取手形裏書譲渡高

　　　(内、関係会社分)

　

　

　 811,998千円

　 ( 772,127千円)

　 　
　

　

　 727,420千円

　 　( ―　千円)
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(損益計算書関係)

　

　
第65期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第66期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

１　固定資産除却損 固定資産除却損の内容は、次のとおり

であります。

車両運搬具 77千円

工具器具及び備品 774千円

計 851千円

固定資産除却損の内容は、次のとおり

であります。

車両運搬具 103千円

工具器具及び備品 168千円

計
271千円

　
　

２　関係会社に係るもの

　

関係会社との取引に係るものが次のと

おり含まれております。

売上高 2,746,642千円

受取配当金 40,297千円

営業外収益その他 18,240千円

　

関係会社との取引に係るものが次のと

おり含まれております。

売上高 2,384,537千円

受取配当金 25,199千円

営業外収益その他 25,345千円

　

３　減損損失

　

―――――

　

以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。

　 　  用途　 遊休地　

　 　  種類　 土地

　 　  場所　 三重県

　 　 当社は、部門別、支店別に資産価値を

区分し、営業利益を比較しておりま

す。

　 　 周辺の売却相場価額が、帳簿価額を下

回っており、減損損失5,447千円を特別

損失に計上いたしました。

　

(株主資本等変動計算書関係)

第66期事業年度（自　平成17年11月１日　至　平成18年10月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 173 0 32 142

（変動事由の概要）

増加は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　 0千株

減少は、次のとおりであります。

　ストックオプションの権利行使による減少　32千株
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リース取引関係

　

　
第65期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第66期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

車両
運搬具

27,405 20,775 6,629

工具器具
及び備品

109,362 56,350 53,012

ソフト
ウェア

3,067 2,454 613

合計 139,835 79,580 60,255

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

車両
運搬具

6,222 2,550 3,671

工具器具
及び備品

168,725 61,013 107,712

合計 174,947 63,563 111,383

　 　　なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

　　なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

　 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 23,185千円

１年超 37,069千円

計 60,255千円

　　なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法によっております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 32,821千円

１年超 78,562千円

計 111,383千円

　　なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法によっております。

　 ③　支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 28,956千円

減価償却費
相当額

28,956千円

③　支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 32,019千円

減価償却費
相当額

32,019千円

　 ④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

（減損損失）

　　リース資産に配分された減損損失

はありません。
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有価証券関係

第65期(平成17年10月31日) 第66期(平成18年10月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ
ん。

同左

　

税効果会計関係

　
第65期

(平成17年10月31日)
第66期

(平成18年10月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　(繰延税金資産)

貸倒引当金 71,011千円

賞与引当金 60,659　

未払事業税 9,385　

未払事業所税 3,353　

退職給付引当金 137,713　

有価証券評価損 22,959　

ゴルフ会員権評価損 20,450　

その他 8,027　

繰延税金資産小計 333,559　

評価性引当金 △49,635　

繰延税金資産合計 283,924　

　　　(繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △315,803　

その他有価証券評価差額 △1,062,539　

繰延税金負債合計 △1,378,342　

繰延税金負債の純額 △1,094,417　
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　(繰延税金資産)

貸倒引当金 71,152千円

賞与引当金 73,306　

未払事業税 28,610　

未払事業所税 3,353　

退職給付引当金 135,908　

有価証券評価損 24,238　

ゴルフ会員権評価損 35,056　

その他 14,478　

繰延税金資産小計 386,104　

評価性引当金 △82,622　

繰延税金資産合計 303,482　

　　　(繰延税金負債)

繰延ヘッジ利益 △3,431　

固定資産圧縮積立金 △313,693　

その他有価証券評価差額 △1,080,918　

繰延税金負債合計 △1,398,044　

繰延税金負債の純額 △1,094,561　
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整) 　　

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

4.5　

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△1.1　

住民税均等割等 1.4　

将来減算一時差異のうち、税効
果の対象としなかったもの
　

5.3　

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

50.7　

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整) 　　

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

4.1　

役員賞与引当金 1.1　

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△1.8　

住民税均等割等 1.2　

将来減算一時差異のうち、税効
3.1

　

果の対象としなかったもの 　

その他 0.8　

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

49.1　
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１株当たり情報

　
第65期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第66期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

　

１株当たり純資産額 259.17円

　

１株当たり純資産額 286.87円
　

１株当たり当期純利益金額 18.45円

　

１株当たり当期純利益金額 20.58円
　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 18.36円

　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 20.51円

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであり

ます。

　

　
第65期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第66期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

当期純利益(千円) 465,509 541,509

普通株主に帰属しない金額(千円) 28,000 ―

（うち利益処分による役員賞与金） (28,000) (　　　―)

普通株式に係る当期純利益(千円) 437,509 541,509

普通株式の期中平均株式数(千株) 23,718 26,311

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（千株） 111 92

（うち自己株式取得方式によるストックオプション） (111) (92)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり当期
純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

― ―

　

重要な後発事象

当社と岡部株式会社は、共同出資の形態により、国内では関西岡部株式会社、香港ではデソン五金建材
有限公司（デソンメタルズ）を設立しております。平成１８年１１月１日をもって、当該共同出資会社２
社の株式をお互いに譲渡して、デソンメタルズを当社の子会社に、関西岡部株式会社を岡部株式会社の子
会社にすることに合意いたしました。
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2. 役員の異動

　

平成１９年１月３０日付予定 　

　 　 　

（１）代表者の異動 　 　

　 　 　

氏　名 現　職 新役職

水 垣　 浩
       取締役社長

      取締役会長
     （代表取締役）

野上　光男
       常務取締役       取締役社長

       営業本部長     （代表取締役）

　 　 　

（2）その他の役員の異動 　 　

　 　 　

①新任取締役候補および新任監査役候補 　

氏　名 現　職 新役職

松井　直樹 　　  九州支店長 　   取締役九州支店長

北尾　卓司 　　  名古屋支店長 　   取締役名古屋支店長

山下　恒美 　　  北関東支店長      常勤監査役

　 　 　

②昇格予定取締役 　

氏　名 現　職 新役職

川原　俊明
　　  常務取締役

　   専務取締役
　　  管理部門総括

野竿　俊規 　　  取締役鋲螺部長
　   常務取締役

　   営業本部長

　 　 　

③退任予定取締役および退任予定監査役 　

氏　名 現　職 新役職

井口　和郎
　　  常務取締役

　   常勤顧問
　　  事業部門総括

川口　珖平 　  　取締役新事業開発部長 　　 　―

吉田　宣之 　　  常勤監査役 　　 　―
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